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第３章　学説と判例
　松久三四彦は，後掲 [27]最判昭45・７・15民集24巻７号771頁（以下では，
この判決を「昭和45年判決」という）を契機として，権利行使が現実に期待
できる時を消滅時効の起算点と考える学説が増えていると指摘する１。そこで，
本稿では，判例の全体像を明らかにした後に，学説の検討を行うことにしたい。
　判例の検討に入る前に，本稿での検討の視点について確認する。消滅時効の
起算点に関する判例研究としては，既に，不法行為に関するもの２，不法行為         
も含めた総合的なもの３がある。本稿の判例研究に少しでも価値があるとすれ
ば，それはフランス法４および第２章の立法過程の分析を踏まえた判例の類型
化にあると考える。フランス法および立法過程の分析からすれば，進行開始障
害事由の広狭は時効期間の長短と相関関係にある。それゆえ，消滅時効の起算
点が争われた判例を，民法167条１項の10年の時効期間の消滅時効に関する判
例と５年以下の時効期間の消滅時効に関する判例に分けて検討する。
　次に，検討に際しては，消滅時効の起算点が争われた判例を昭和45年判決
の前後に分けることとする。判例に現れた起算点確定法理は，法律上の障害の
みを進行開始障害事由としているといわれていた５。しかしながら，後に見る
ように，昭和45年判決は，新たな起算点確定法理を示し，事実上の障害が進
行開始障害事由になるとしている。そして，この判決以降，昭和45年判決を
引用する判決が集積されつつあると指摘されている６。昭和45年判決の登場を
契機に，判例上の起算点確定法理が変わった可能性があることから，消滅時効
の起算点が争われた判例を昭和45年判決の前後で分けて検討することにした
い。
　また，人損や名誉毀損等の人格的利益に対する侵害による損害賠償請求権の
消滅時効に関する判例は，一般的な債権の消滅時効に関する判例と分けて検討
を行う。フランスの改正時効法は，人損に関する損害賠償請求権の消滅時効の
起算点につき，特別の規定を設けている。また，民法（債権法）改正検討委員
会による「債権法改正の基本方針」の [3.1.3.49]は，生命，身体，名誉等の人
格的利益に対する侵害による損害賠償請求権の消滅時効について，特別の消滅
時効を定めることを提案している７。この損害賠償請求権の消滅時効の起算点
が争われた事件の多くは，昭和45年判決以降に集中しており，昭和45年判決
に何らかの影響を受けている可能性が高い。それゆえ，本稿では，人格的利益
に対する侵害による損害賠償請求権の消滅時効については，昭和45年判決の
前後で分けることなく，特別な類型を設けて検討を行うこととする。         
一　判例
１　昭和45年判決よりも前の判例
（一）時効期間10年の消滅時効（民法167条１項）
　民法167条１項の定める10年の消滅時効の起算点の争われた判例について
検討する。多くの学説が指摘するとおり，民法167条１項の定める10年の消
滅時効について，後掲 [10]大判昭12・９・17民集16巻1435頁は，「民法第
百六十六条ニ所謂権利ヲ行使スルコトヲ得ル時トハ法律上之ヲ行使シ得ヘキ」
時を起算点とし，法律上の障害を消滅時効の進行開始障害事由とする。ここで
は，まず（１）契約を発生原因とする債権の消滅時効に関する判例を見た後に，
（２）契約以外を発生原因とする債権の消滅時効に関する判例を検討する。
（１）契約を発生原因とする債権
(a)期限と起算点
　債務の「履行期」というとき，（ア）債権者による権利行使可能となる時期，
すなわち履行の強制が可能となる時期と（イ）412条の規定する債務者が履行
遅滞になる時期の二つの意味がありうる８。次の [1]から [6]は，（ア）の時点が
消滅時効の起算点となることを明らかにする９。
　第三者のためにする契約に関する [1]大判大６・２・14民録23輯152頁は，
その契約に始期が定められていない限り，諾約者から第三者への給付を求める
権利を契約成立の時から要約者が行使できるので，その権利の消滅時効が契約
成立時から進行し，その権利が時効によって消滅した場合には，第三者が受益
の意思表示をしたとしても第三者の権利を発生させないとする。
　また，売買予約の予約完結権の消滅時効についても，始期又は停止条件が定
められていない限り，予約成立時期が起算点になる（[2]大判大10・３・５民
録27輯493頁，[3]最判昭33・11・６民集12巻15号3284頁）。
　[4]大判大４・３・24民録21輯439頁は，「出世払」としていた債務につき，
右債務を不確定期限付の債務とした上で，「債権ノ消滅時効ハ債権者カ権利ヲ
行使シ得ヘキ時ヨリ其進行ヲ始ムルモノニシテ不確定期限ノ債務ト雖モ其到来         
ノ時ヨリ債権者ハ弁済ヲ請求シ得」として，不確定期限の到来時を起算点とし
た。最高裁も，不確定期限の定められた債権につき，不確定期限の到来時を起
算点とする（[5]最判昭38・11・１裁判集民69号19頁，[6]最判昭41・７・15
金融判例18号２頁）。
(b)寄託契約と法律上の障害
　[1]から [6]の判例で示された起算点確定法理は，期限又は条件を法律上の障
害として想定している。そうすると，期限の定めのある
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寄託契約の寄託物返還
請求権には，その権利行使に法律上の障害があるように見える。しかし，民法
662条は，この場合の寄託者が「いつでもその返還を請求することができる」
と定めており，右寄託物返還請求権の行使につき，法律上の障害がないと見る
こともできる。それゆえ，期限の定めのある寄託契約の寄託物返還請求権の消
滅時効の起算点をいかに解するのかが問題となる。
　大審院は，期限の定めのない
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寄託契約の寄託物返還請求権について，契約成
立時が起算点であるとしていた（[7]大判大９・11・27民録26輯1797頁）。民
法666条２項は，期限の定めのない消費寄託契約について，民法662条と同様
に「いつでもその返還を請求することができる」旨定める。後掲 [14]大判大５・
６・２判例１巻民事529頁は，返還時期を定めていなかったことに加えて，民
法666条に基づいて寄託者がいつでもその返還を請求することができることを
理由として，期限の定めのない消費寄託契約上の返還請求権の消滅時効が契約
成立時から進行するとしている（なお，[14]は，右債権が商法522条の５年の
消滅時効にかかる事案であった）。
　以上に対し，[8]大判昭５・７・２評論全集19巻民1016頁は，期限の定めの
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寄託契約の寄託物返還請求権の消滅時効の起算点につき，寄託者が「期
限ニ至ル迄受寄者ヲシテ其ノ物ヲ保管セシムルハ寄託契約ニ因リ取得シタル
権利ヲ行使セルモノニ外ナラスシテ寄託物返還ノ請求権行使ヲ怠レルモノト
謂フヲ得ス」として，返還期限まで寄託物返還請求権の消滅時効が進行しな
いとした。          
　[8]のように，受寄者による物の保管を寄託者の権利行使と解するならば，
期限の定めのない
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寄託契約においても寄託者の権利行使があるといえよう。そ
うすると，期限の定めのない
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寄託契約上の寄託物返還請求権の消滅時効も，受
寄者が物を保管する限り進行しないと解すべきであろう。ところが，[7]は，
期限の定めのない
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寄託契約上の寄託物返還請求権の消滅時効が契約成立時から
進行するとしている。それゆえ，[7][8]の判例は論理矛盾を呈しているといわ
ざるをえない10。
(c)同時履行の抗弁権，
　[9]大判昭15・２・６判例総覧民事編５巻81頁は，同時履行の抗弁権の付着
する債権の消滅時効の起算点が争われた事案で，同時履行の抗弁権があったと
しても，「債権者ハ自己ノ債務ノ履行ヲ提供シテ其ノ履行ヲ求メ得ルカ故ニ」
履行期の到来時から消滅時効が進行するとした。
（２）契約以外を発生原因とする債権
　不当利得返還請求権に関する [10]大判昭12・９・17民集16巻1435頁は，進
行開始障害事由を法律上の障害と事実上の障害に分類した上で，権利発生の不
知が事実上の障害にすぎず，「民法第百六十六条ニ所謂権利ヲ行使スルコトヲ
得ル時トハ法律上之ヲ行使シ得ヘキ時ヲ意味」するとして，不当利得返還請求
権の消滅時効が「権利ノ発生ト同時ニ其ノ進行ヲ開始スル」とした。最高裁も，
事務管理を発生原因とする債権について，債権発生時をその消滅時効の起算点
とする（[11]最判昭43・７・９判時530号34頁）
　次に，解除権の行使により発生する原状回復請求権の消滅時効の起算点が争
われた [12]大判大７・４・13民録24輯669頁は，石垣とそこに定着した樹木の
売買契約の売主が引渡を履行しなかったので買主が契約を解除し，原状回復請
求権を行使して代金の返還を求めたところ，売主が原状回復請求権の時効消滅
を主張した事案で，「契約ノ解除ニ因ル原状回復ノ請求権ハ契約ノ解除ニ因リ
テ新ニ発生スル請求権ナルヲ以テ其時効ハ契約解除ノ時ヨリ進行スヘキ」とし
た11。          
（ウ）小括
　民法167条１項の10年の消滅時効に関する判例においては，寄託契約につき
矛盾した判例があるものの，原則として，法律上権利を行使できる時を起算点
とする起算点確定法理に基づいて，法律上の障害だけが進行開始障害事由とさ
れている。また，同時履行の抗弁権のように，権利行使の障害であっても，権
利者自らの履行提供という行為によってその障害を除去できるものは，法律上
の障害に当たらないとする。このように，民法167条１項の10年の消滅時効に
関する判例で昭和45年判決よりも前のものは，進行開始障害事由を法律上の
障害に限定し，かつ法律上の障害に該当する事情を厳格に解することで，早期
の時効完成を認める傾向にあったといえよう。
（二）時効期間が５年以下の消滅時効
　時効期間が５年以下の消滅時効においては，（１）特別の起算点が条文上規
定されていないものと，（２）特別の起算点が条文上規定されているものがある。
前者については，民法166条１項が適用されるため，その起算点の解釈が10年
の消滅時効の起算点の解釈と同様であるかを検討する必要がある。
（１）特別の起算点が条文上規定されていないもの
　ここでは，商法522条の５年の消滅時効に関する判例を検討する。商法522
条の５年の消滅時効においても，大審院は，原則として，法律上の障害が進行
開始障害事由であるとする。 [13]大判大６・11・14民録23輯1965頁は，株式
取引所仲買人YがXから株式の定期売買契約の受託を受けていたが，その義務
を怠っていたので，Xが解除権を行使した事件であった。[13]の原審が解除権
につき債務不履行の時点を起算点とした５年の消滅時効の完成を認めたので，
解除権発生時にYの債務不履行をXが知り得なかったとして，Xより上告した
が，[13]は，「消滅時効ハ権利ヲ行使スルコトヲ得ル時ヨリ進行スルヲ以テ通
則トシ」「特別ノ規定アルモノノ外権利者ニ於テ権利発生ノ事実ヲ覚知スルノ
要ナク」「相手方ノ債務不履行ノ事実ヲ覚知スルト否トヲ問ハス時効ハ進行ヲ
始ムル」とし，主観的
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事実上の障害が進行開始障害事由にならないとした。[14]         
大判大５・６・２判例１巻民事529頁も，期限の定めのない普通預金の返還請
求権が契約成立時から進行するとした。
　以上に対して，次のような例外を認めた判例がある。まず，当座貸越契約に
おける貸越債権の消滅時効の起算点は，右契約終了時とされる。すなわち，「当
座借越契約ニ依ル借越債権ハ該契約ノ終了シタル時ヲ以テ始メテ相手方ニ対シ
之カ弁済ヲ請求スルコトヲ得ルニ至ル」ことから，その契約が終了するまで
時効が進行しない（[15]大判昭10・12・24判決全集３輯１号６頁，[16]大判昭
11・12・24新聞4100号11頁）。
　また，当座預金の払戻請求権に対して消滅時効が主張された事案で，[17]大
判昭10・２・19民集14巻137頁は，当座預金が「単ナル利殖ノ為メニスル預
金」とは全く異なり，「預金者ノ振出ニ係ル小切手ノ資金タル性質ヲ有スルト
共ニ小切手金ノ償還義務ヲ担保スル作用ヲ具フルモノ」で「預金ハ当該取引ヲ
構成スル不可分ナル一要件」に他ならず，「其ノ払戻ハ該契約ノ終了シタル時
ヲ以テ始メテ之ヲ請求スルヲ得ヘク而シテ消滅時効モ亦此時ヲ以テ進行ヲ開始
スル」とした。
　さらに，期限の利益喪失約款について，大審院は，１回の懈怠により，(a)
当然全額につき期限の利益を失うものと (b)期限の利益喪失のための意思表示
が必要なものがあるとする（[18]大（連）判昭15・３・13民集19巻７号544頁）。(b)
につき，債権者は，期限の利益喪失の意思表示によって債務者の期限の利益を
放棄できる。10年の消滅時効における起算点確定法理からすれば，権利者に
よって除去できる障害という意味で，(b)における期限は，同時履行の抗弁権
に同じく法律上の障害に該当しないといえよう。しかし，[18]は，債権者によ
る期限の利益喪失の意思表示が現実になされるまで，消滅時効が進行しないと
する。すなわち，「斯ル場合ニ於テハ期限ノ利益ヲ喪失セシムルヤ否ヤハ債権
者ノ自由ニ属シ債権者ハ債務者ノ懈怠ニ拘ラス尚従前ノ通リ割賦弁済ヲ求メ得
ヘク債権者カ債務者ノ懈怠ヲ尤ムルコトナク特ニ前示ノ意思表示ヲ為ササルニ
於テハ債務者ハ依然トシテ割賦弁済ニ依ル期限ノ利益ヲ保有スルコト勿論ニシ         
テ初メヨリ弁済期ノ定ナキ債権ト同視スルコトヲ得サレハナリ」という。最高
裁も同様に解する（[19]最判昭42・６・23民集21巻６号1492頁）。
　[15][16]の当座貸越契約における貸越債権，[17]の当座預金の払戻請求権は
いずれも期限の定めのないものであった。10年の消滅時効に関する判例に現
れた起算点確定法理からすると，法律上の障害がない以上各権利の消滅時効の
起算点は契約成立時となる。また，[18][19]の期限の利益喪失約款における (b)
の場合，債権者が期限の利益喪失の意思表示をすることで，その期限を除去で
きるのであるから，10年の消滅時効に関する判例に現れた起算点確定法理か
らすれば，権利者に法律上の障害がないと解することとなろう。ところが，[15]
から [19]は，当座貸越契約の性質や「期限ノ利益ヲ喪失セシムルヤ否ヤハ債権
者ノ自由ニ属シ」ていることを勘案して，商事時効が契約成立時から進行を開
始しないとしている。これらの事情は，権利の存在を知っていても権利行使で
きなくなるという意味で，客観的
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事実上の障害に該当する。つまり，昭和45
年判決よりも前の判例であっても，５年以下の短期消滅時効に関する判例にお
いては，客観的事実上の障害が進行開始障害事由とされていたといえよう。た
だ，いずれの判決も客観的事実上の障害を進行開始障害事由とするための起算
点確定法理について言及しておらず，その起算点確定法理の明確化については
昭和45年判決まで待たなければならなかった。
（２）特別の起算点が条文上規定されているもの
　ここでは，民法724条前段に定められた３年の消滅時効について検討する。
（ア）被害者の認識
　後掲 [22]大判大７・３・15民録24輯498頁は，民法724条前段でいう損害を
知るとは，単純に被害者が損害を知るにとどまらず，加害行為が不法行為であ
ることも併せて知らなければならないという（最高裁も同様である（後掲 [24]
最判昭43・６・27訟月14巻９号1003頁））。また，[20]大判大９・３・10民録
26輯280頁は，鉱業権の名義変更・鉱区分割のために鉱業権が消滅し，損害を
被ったとして損害賠償を求めた事案で，被害者が損害の程度や数額を知ること         
までは要求されないとし，「時効ハ被害者カ鉱業権ノ名義変更並ニ鉱区分割ノ
為メ鉱業権ノ消滅ヲ来シタル事実ヲ了知シタル時ヨリ其ノ進行ヲ始ムヘキ」と
する。
　使用者責任に関して，約束手形が騙取されたために被害者が使用者責任を追
及した事件で，[21]最判昭44・11・27民集23巻11号2265頁は，民法724条前
段でいう加害者を知るとは，被害者らにおいて，使用者ならびに使用者と不法
行為者との間に使用関係がある事実に加えて，当該不法行為が使用者の事業の
執行につきなされたものであると一般人が判断するに足りる事実をも認識する
ことであるとする。
　以下では，民法724条前段の消滅時効の起算点が争われた判例を事案ごとに
分類し，検討を行うこととする。
（イ）不法行為が争訟の形式をとって行われた場合
　[22]大判大７・３・15民録24輯498頁は，仮処分命令の執行が行われた後に，
その仮処分が取り消された事案で，「仮処分命令ノ執行ニ因リ損害ヲ受ケタル
当事者ハ此時迄ハ損害ヲ知ルモ未タ不法行為ニ因ル損害ナルコトヲ知リタルニ
非サルヲ以テ其損害賠償請求権ノ時効ハ相手方ノ請求権若クハ請求権実現ノ危
害カ仮処分命令当時存在セサリシコトノ裁判上確定セラレタルヲ知リタル時ヨ
リ進行ヲ始ムル」とした。
　[22]は，「裁判上確定セラレタルヲ知リタル時ヨリ
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」としており，裁判の終
結によって起算点が自動的に確定するのではなく，被害者の現実の認識を要す
るとしている12。なお，違法提訴に対して損害賠償を請求するような場合には，
違法提訴の原告敗訴の判決確定時に被害者の認識があったものとみなされる
（[23]大判昭15・12・28新聞4670号９頁）。
（ウ）被害者からの請求が拡張された場合
　[24]最判昭43・６・27訟月14巻９号1003頁は，登記官吏が過失により登記
済証の偽造なることを看過し違法な所有権移転登記申請を受理したために，そ
れを信頼して取引をしたXが右土地の所有権を取得しえず，Aから土地移転登         
記抹消・家屋収去土地明渡しの訴えを提起され，X敗訴の控訴審判決が確定し
たので，Y（国）に対して，Xが第一審では，(a)土地の売買代金のみを請求し，
原審で附帯控訴として，(b)土地明渡請求によって取り壊された建物の建築費
用と取壊し費用を請求した事案であった。[24]は，(a)(b)の損害を区別すべき
とするXの上告理由につき，「被害者が不法行為に基づく損害の発生を知つた
以上，当時その損害との関連において当然その発生を予見することが可能であ
つたものについては，すべて被害者においてその認識があつたものとして，民
法七二四条所定の時効は前記損害の発生を知つた時から進行を始める」として，
消滅時効の完成を認めた。
　なお，[25]最判昭45・６・19民集24巻６号560頁は，被害者Xが第１審にお
いて慰謝料50万円を請求し，20万円が認容されたので，控訴審において，慰
謝料200万円，弁護士費用30万円の弁護士費用が本件不法行為によって生じた
損害であるとして，請求を拡張した事案で，不法行為時ではなく，Xが弁護士
に本訴の提起を委任し，前述のような成功報酬に関する契約を締結した時を起
算点とした民法724条前段の消滅時効が完成しているとした。
　[24]と [25]に一貫性を持たせるためには，弁護士費用が不法行為当時におい
て予見不可能な別損害であると解しなければならないため，弁護士費用の損害
賠償請求権の消滅時効の起算点を不法行為時としない [25]の解釈については問
題がある，と指摘されている13。
（エ）侵害行為が継続的に行われる場合
　侵害行為が継続的に行われる場合，[24]のように損害発生の予見可能な時期
をもって損害賠償請求権の起算点とすると，継続的侵害が最初に行われた時点
を起算点と解する余地がある。ところが，[26]大（連）判昭15・12・14民集
19巻2325頁は，継続的な不法占拠者に対して賃料相当額の損害賠償が請求さ
れた事件について，次の①から③の論旨を展開する。①不法行為に基づく損害
の発生を知った以上，その損害と牽連一体をなす損害にして当時においてその
発生を予想しうべきものとなすことが社会通念上妥当せらるるものについて，         
被害者が全てこれを認識したものとして民法724条前段の時効が進行を開始す
る。②①の理は，不法行為の結果たる損害が長期にわたり継続して発生する場
合にも妥当する。しかし，③不法行為が継続して行われる場合，加害者が不法
行為を中止しないために侵害が継続されるのであって，被害者においてこれを
予想しうべきであったとすることが，「社会通念上当ヲ得タルモノト為シ難キ」
ことであるから，「不法行為ソレ自体カ継続シテ行ハレソレカ為メニ損害モ亦
継続シテ発生スルカ如キ場合ハ前叙ノ法理ニ従フヲ得ス其損害ノ継続発生スル
限リ日ニ新ナル不法行為ニ基ク損害トシテ民法第七百二十四条ノ適用ニ関シテ
ハ其各損害ヲ知リタル時ヨリ別個ニ消滅時効ハ進行スルモノト解セサルヘカラ
ス」とする。
（オ）小括
　10年の消滅時効に関する判例に現れた起算点確定法理は，進行開始障害事
由を法律上の障害に限定するものであり，消滅時効の完成を早める傾向にあっ
た。[24]や [26]の①②で示された民法724条前段の起算点の解釈，すなわち，
損害発生の予見可能な時期をもって損害賠償請求権の起算点とすると，民法
724条前段の消滅時効の完成時期が早まる。この点において，[24]や [26]の①
②で示された民法724条前段の起算点の解釈は，債権一般に関する10年の消滅
時効における起算点の解釈の傾向と通底するものといえよう。
　[26]の③は，継続的侵害行為開始時を起算点とした損害額全部の消滅を回避
できる。この点において，損害発生の予見可能な時期をもって損害賠償請求権
の起算点とし，早期に時効を完成させようとする傾向を修正するものであった。
不法占拠から生じる賃料相当額という損害金は，一日毎に一日分の賃料相当額
が量的に発生し蓄積していくものであるから14，[26]の③のように漸次的に消
滅時効が進行すると解することができる。しかし，継続的不法行為には様々な
ものがあり，特に公害のような損害が性質上分断できない不法行為もありうる。
それゆえ，損害発生の多様化が進む今日においては，損害が継続的に発生する
場合を広く視野に納めた理論が再構築される必要があると指摘されている15。         
２　昭和45年判決以降の判例
（一）時効期間10年の消滅時効（民法167条１項）
　先にも述べたように，弁済供託の供託物取戻請求権に関する昭和45年判決
（[27]最判昭45・７・15民集24巻７号771頁）は，新たな起算点確定法理を示
すものであった。
　[27]最判昭45・７・15民集24巻７号771頁は，Xが賃料として供託していた
金員の返還をY（法務局）に求めたところ，供託開始時を起算点とした消滅時
効によって弁済供託の供託物取戻請求権が消滅したとYが主張した事案で，「弁
済供託における供託物の払渡請求，すなわち供託物の還付または取戻の請求に
ついて「権利ヲ行使スルコトヲ得ル」とは，単にその権利の行使につき法律上
の障害がないというだけではなく，さらに権利の性質上，その権利行使が現実
に期待のできるものであることをも必要と解するのが相当である。けだし，本
来，弁済供託においては供託の基礎となつた事実をめぐつて供託者と被供託者
との間に争いがあることが多く，このような場合，その争いの続いている間に
右当事者のいずれかが供託物の払渡を受けるのは，相手方の主張を認めて自己
の主張を撤回したものと解せられるおそれがあるので，争いの解決をみるまで
は，供託物払渡請求権の行使を当事者に期待することは事実上不可能にちかく，
右請求権の消滅時効が供託の時から進行すると解することは，法が当事者の利
益保護のために認めた弁済供託の制度の趣旨に反する結果となる」として，「弁
済供託における供託物の取戻請求権の消滅時効の起算点は，供託の基礎となつ
た債務について紛争の解決などによつてその不存在が確定するなど，供託者が
免責の効果を受ける必要が消滅した時と解するのが相当である」とした。
　弁済供託の供託物取戻請求権の行使につき，法律上の障害はなく，供託物
の取戻しによる免責効果の喪失という事情も客観的事実上の障害にすぎない。
[27]は，新たな起算点確定法理の一般理論，すなわち「権利の性質上，その権
利行使が現実に期待のできる」時を起算点とすることを明らかにし，客観的事
実上の障害が進行開始障害事由になることを明らかにする。なお，[27]では，「弁         
済供託における供託物の払渡請求，すなわち供託物の還付または取戻の請求に
ついて」という限定がついていたが，後掲 [37]最判平８・３・５民集50巻３
号383頁は，この限定を外して，それに続く部分のみを民法166条１項の解釈
として判示している16。
　昭和45年判決以後に現れた，民法167条１項の10年の消滅時効に関する
[28][29]は，形式上，消滅時効の起算点を法律上の障害の存否によって判断し
ている。しかし，いずれの判決も，昭和45年判決よりも前の判例からすれば
法律上の障害にあたらないものを，法律上の障害と認定することで，時効の進
行を否定するものであった。
　まず，[28]最判平19・４・24民集61巻３号1073頁は，Xが昭和62年にA銀
行（後にBと合併し，Yに営業譲渡された）と一年の定期預金契約を締結した
が，その契約において「本件預金契約が満期日に前回と同一の期間の預金契約
として自動的に継続されること，預金者が本件預金契約の継続を停止するとき
は満期日までにその旨を申し出る」とする旨の「自動継続特約」があり，平成
14年にXがYに対して解約申し入れをした上で，預金の返還を求める訴えを提
起した事案で，「自動継続定期預金契約は，自動継続特約の効力が維持されて
いる間は，満期日が経過すると新たな満期日が弁済期となるということを繰り
返すため，預金者は，解約の申入れをしても，満期日から満期日までの間は任
意に預金払戻請求権を行使することができない」ことから，初回満期日が到来
しても，預金払戻請求権の行使については法律上の障害がある
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とした上で，預
金者が初回満期日前に継続停止の申出をして「初回満期日に預金の払戻しを請
求することを前提に，消滅時効に関し，初回満期日から預金払戻請求権を行使
することができると解することは，預金者に対し契約上その自由にゆだねられ
た行為を事実上行うよう要求するに等しいものであり，自動継続定期預金契約
の趣旨に反するというべきである」として，解約申入れ後最初に到来する満期
日から預金払戻債権の消滅時効が進行するとした。
　[28]は，「満期日が経過すると新たな満期日が弁済期となるということを繰         
り返す」ことに着目し，初回満期日が到来した後も預金払戻請求権に法律上の
障害があるとする。しかし，自動継続特約付き定期預金においては，初回満期
日以降の継続停止の申出によって，新たな期限の付与を排除できる。昭和45
年判決よりも前の10年の消滅時効に関する判例に従えば，この場合の初回満
期日以降の期限は，権利者の行為によって除去可能な障害であるから，法律上
の障害にあたらず，客観的事実上の障害にすぎない。つまり，[28]は，客観的
事実上の障害を法律上の障害と構成することで，形式上，昭和45年判決より
も前の10年の消滅時効に関する判例に従っているものの，実質的には，昭和
45年判決に示された起算点確定法理に基づいて，客観的事実上の障害を進行
開始障害事由とするものであったといえよう17。
　[29]最判平21・１・22民集63巻１号247頁18 は，Xが貸金業者であるYに対し，
一個の基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引に係る弁済金のうち利息制
限法１条１項所定の利息の制限額を超えて利息として支払われた部分を元本に
充当すると，過払金が発生していると主張して，不当利得返還請求権に基づき，
その支払を求めた事案であった。[29]は，右「基本契約は，基本契約に基づく
借入金債務につき利息制限法１条１項所定の利息の制限額を超える利息の弁済
により過払金が発生した場合には，弁済当時他の借入金債務が存在しなければ
上記過払金をその後に発生する新たな借入金債務に充当する旨の合意（以下「過
払金充当合意」という。）を含む」とした上で，「一般に，過払金充当合意には，
借主は基本契約に基づく新たな借入金債務の発生が見込まれなくなった時点，
すなわち，基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引が終了した時点で過払
金が存在していればその返還請求権を行使することとし，それまでは過払金が
発生してもその都度その返還を請求することはせず，これをそのままその後に
発生する新たな借入金債務への充当の用に供するという趣旨」が含まれており，
「過払金充当合意を含む基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引において
は，同取引継続中は過払金充当合意が法律上の障害」となり，かつ，Xが自ら
基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引を終了させて過払金の返還を請求         
することが可能であるものの，その法律上の障害の除去可能性をもって「過払
金発生時からその返還請求権の消滅時効が進行すると解することは，借主に対
し，過払金が発生すればその返還請求権の消滅時効期間経過前に貸主との間の
継続的な金銭消費貸借取引を終了させることを求めるに等しく，過払金充当合
意を含む基本契約の趣旨に反する」ので，継続的な金銭消費貸借取引が終了し
た時点から過払金返還債権の消滅時効が進行するとした。
　[29]は，継続的な金銭消費貸借取引の基本契約に含まれる過払金充当合意が
法律上の障害になるという。しかし，過払金充当合意があったとしても，昭和
45年判決よりも前の10年の消滅時効に関する判例に従えば，債権者が継続的
な金銭消費貸借取引を終了させて過払金の返還を請求することが可能であるの
だから，この過払金充当合意は，法律上の障害に該当せず客観的事実上の障害
にすぎないといえよう。したがって，[29]も，[28]と共に，形式上，昭和45年
判決よりも前の10年の消滅時効に関する判例に従っているものの，実質的に
は，昭和45年判決に示された起算点確定法理に基づくものといえよう。
（二）時効期間が５年以下の消滅時効
（１）特別の起算点が条文上規定されていないもの
　昭和45年判決以降で，特別の起算点が条文上規定されていない消滅時効で，
時効期間が５年以下のものに関する判例には，（ア）客観的事実上の障害が発
生したために権利者が権利行使できなかったものと（イ）主観的事実上の障害
が発生したために権利者が権利行使できなかったものがある。
（ア）客観的事実上の障害が発生した事案
　ここでは，盗難保険の保険金請求権の消滅時効の成否が問題となった事件に
ついて検討する。商法旧663条の定める保険金請求権の消滅時効の時効期間は，
２年であった。
　[30]最判平20・２・28判時2000号130頁，判タ1265号151頁，金判1292号
60頁は，盗難保険上の約款において，損害または傷害発生の場合の規定によ
る手続をした日から30日以内に保険金を支払う旨の条項が定められており，         
保険契約者が保険の目的物に損害が発生したことを保険会社に通知し，所定の
書類を提出した後に，（保険金請求についてはなお調査中であり，その調査に
保険契約者の協力を求める旨記載した）協力依頼書を保険会社が保険契約者に
送付し，その時点から１か月余り経過した後に，調査の結果保険金請求には
応じられない旨を記した免責通知書が保険契約者に送付された事案であった。
[30]の原審が，規定に従った手続をした日から30日が経過した時点を起算点と
した消滅時効の完成を認めたのに対して，[30]は，協力依頼書が「調査への協
力を求めるとともに，調査結果が出るまでは保険金の支払ができないことにつ
いて了承を求めるもの，すなわち，保険金支払条項に基づく履行期を調査結果
が出るまで延期することを求めるもの」であり，保険契約者が「調査に協力す
ることにより，これに応じたものと解するのが相当である」として，本件保険
金請求権の履行期が，合意によって，本件免責通知書の到達する日まで延期さ
れていたとして，原判決を破棄して差し戻した。
　[30]は，協力依頼書によって期限が延期されたと構成することで，保険金請
求権の消滅時効の起算点を遅らせている。これは，期限という法律上の障害を
進行開始障害事由とするものであり，昭和45年判決よりも前の10年の消滅時
効に関する判例に従ったものといえよう。しかし，協力依頼書は，保険金請求
に関する調査に保険契約者の協力を求めるのであり，この期間中保険会社と保
険契約者の間での交渉が継続していたとみるのが素直であろう。そして，交渉
の継続ゆえに保険契約者が保険金請求権の発生を認識しながらも，権利を行使
できなかったのであるから，この交渉は客観的事実上の障害に該当するといえ
よう。それゆえ，[30]も，[28][29]と共に，形式上，昭和45年判決よりも前の
10年の消滅時効に関する判例に従っているものの，実質的には，昭和45年判
決に示された起算点確定法理に基づくものといえよう。
（イ）主観的事実上の障害が発生した事案
　[31]最判平15・12・11民集57巻11号2196頁では，生命保険金請求権の消滅
時効の起算点を定めた約款の解釈が争われた。なお，この事件では，生命保険         
金請求権の消滅時効の時効期間が，約款によって被保険者死亡の翌日から３年
とされている。
　[31]は，被保険者が死亡してから３年以上経過した後に，その者の死体が発
見された事案で，支払事由が生じた日の翌日からその日を含めて３年間，保険
金を請求する権利の請求がない場合，その権利が消滅する旨の「時効条項」の
解釈において，最高裁は，昭和45年判決を引用し，「民法166条１項が，消滅
時効の起算点を「権利ヲ行使スルコトヲ得ル時」と定めており，単にその権利
の行使について法律上の障害がないというだけではなく，さらに権利の性質上，
その権利行使が現実に期待することができるようになった時から消滅時効が進
行するというのが同項の規定の趣旨である」から，保険約款の右条項が，「保
険金請求権は，支払事由（被保険者の死亡）が発生すれば，通常，その時から
の権利行使が期待できると解されることによるものであって，当時の客観的状
況等に照らし，その時からの権利行使が現実に期待できないような特段の事情
の存する場合についてまでも，上記支払事由発生の時をもって本件消滅時効の
起算点とする趣旨ではないと解するのが相当」であり，行方不明になってから
３年以上が経過した後に死体が発見された本件では，「特段の事情」があると
して，死体発見時を起算点とした。
　次に，[32]最判平17・11・21民集59巻９号2558頁は，船舶の衝突事故に関
するものである。船舶の事故に関しては，商法798条が１年の消滅時効を定め
る。[32]では，その起算点として民法166条１項と民法724条前段のいずれが
適用されるべきか争われた。起算点確定法理に関する重要な判例と考えるので，
[32]については事案をやや細かく見ることにする。
　[32]は，平成11年６月にXの所有する船である甲が別の船に衝突され，平成
12年２月，A海上保安部が，Yの所有する船である乙に甲が衝突したとの事実
に基づき，Xを被疑者とする業務上過失往来妨害被疑事件についての捜査報告
書をまとめ，平成12年５月，海難審判庁理事官が「甲乙衝突事件」について
の海難審判理事所への呼出通知書をXに送付し，同年10月11日，A海上保安         
部は，本件事故についてXを業務上過失往来妨害被疑事件の被疑者として取り
調べた。Xの訴訟代理人は，同年12月にA海上保安部警備救護課専門官からY
が加害者であるとの報告を受け，平成13年４月，Yあてに和解による解決の
意向を記したファクシミリを送付したが，Y側から損害賠償請求権が時効消滅
した旨のファクシミリが送信されたので，同年８月にXがYに対して，Y側の
意向伺いと共に，返信がなければ法的手続に着手する旨のファクシミリを送信
し，同年11月にYに対して損害賠償を求める訴えを提起した事案であった。
　[32]の第一審は，民法166条１項が適用されるとした上で，昭和45年判決に
基づいて，権利の性質上，遅くとも上記平成12年10月11日ころまでには本件
事故の衝突相手船がYの船ではないかと疑うに足りるだけの客観的な情報を得
ていたと考え，その時点を起算点としたが，原審は，民法724条前段が適用さ
れるとした上で，遅くとも10月中頃までに損害及び加害者を知ったものとし，
更に平成13年８月のファクシミリによる請求が民法153条の催告に相当すると
して，消滅時効が完成していないとした。Yは，民法166条１項を適用して衝
突時を起算点とすべきであるとして上告した。[32]は，民法「724条が，消滅
時効の起算点を「損害及び加害者を知った時」と規定したのは，不法行為の被
害者が損害及び加害者を現実に認識していない場合があることから，被害者が
加害者に対して損害賠償請求に及ぶことを期待し得ない間に消滅時効が進行
し，その請求権が消滅することのないようにするためである」として，「船舶
の衝突によって損害を被った被害者が不法行為による損害賠償請求権を行使す
る場合においても，同条の趣旨はそのまま当てはまる」ので，「船舶の衝突によっ
て生じた損害賠償請求権の消滅時効は，民法724条により，被害者が損害及び
加害者を知った時から進行する」として上告を棄却した。
　[32]の第１審は民法166条１項，原審は民法724条前段が適用されるとしな
がらも，具体的な起算点はほぼ同じ時点であった。また，[32]は，民法724条
前段の起算点の趣旨を「被害者が加害者に対して損害賠償請求に及ぶことを期
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」こととしており，民法724条前段の基礎となる起算点確定法理と         
昭和45年判決における起算点確定法理が同じものであると考えていることが
推認される。そうすると，[32]のような事案で，民法166条１項と民法724条
前段のいずれを適用しようとも，損害賠償請求権の消滅時効の起算点に差異は
ないことになる。したがって，[32]が敢えて民法724条前段の適用を選択した
意味を問う必要があるといえよう。
（２）特別の起算点が条文上規定されているもの
　昭和45年判決以降において，不法行為に関する民法724条前段の起算点が争
われた事件の多くが，人損等の人格的利益に対する侵害に関する事件である。
昭和45年判決が民法724条前段の解釈にどのような影響を与えているかという
点については，人格的利益に対する侵害に関する判例を検討する際に行うこと
とする。ここでは，財産権に対する侵害に関する判例を一瞥するにとどめる。
　前掲 [25]は，控訴審において請求を拡張して弁護士費用支払いを請求した事
案につき，委任契約の時に被害者は損害を知ったとして，弁護士費用相当額
の損害賠償請求権の消滅時効の完成を認めていた。[33]最判昭54・３・９金法
898号86頁は，第一審の弁護士費用の賠償請求をしたが，右弁護士費用の賠償
請求を第一審判決前に取り下げ，その後原審における請求拡張によって第一，二
審の弁護士費用の賠償を請求した事案で，原審が消滅時効の完成を認めたのに
対して，[25]を引用しつつも，「原審における訴訟追行を委任した弁護士のう
ち一部は原審で初めて受任した者であり，第一審から引続き受任している者に
ついても，弁護士の報酬金支払契約は審級ごとになされるのが通常であるから，
原審における弁護士の報酬金支払契約締結の時期につき特段の事情が認められ
ない限り，右報酬金支払契約は第一審判決後に締結された」として，原判決の
一部を破棄して差し戻した。
　[34]最判平５・２・16判時1456号150頁は，意匠の創作者が冒頭登録者に対
して①不当利得の返還を求めて訴えを提起した後に，②本件意匠登録の無効審
判を申し立て，無効とする確定審判を得てから，③不法行為に基づく損害賠償
を求める訴えを提起したという，やや特殊な事件である。[34]は，意匠登録の         
無効審判の確定時ではなく，遅くとも①の第１回口頭弁論時に加害者及び損害
を知っていたとして，損害賠償請求権の消滅時効の完成を認めた。
（三）小括
　民法167条１項の10年の消滅時効において，昭和45年判決は，「権利行使が
現実に期待のできる」時点を起算点とする新たな起算点確定法理を示した。こ
の起算点確定法理からすれば，権利行使を現実に期待できなくさせる事実上の
障害も進行開始障害事由となる。昭和45年判決以降の民法167条１項の10年
の消滅時効に関する [28][29]は，形式上，法律上の障害を時効進行開始障害事
由としつつも，実質的には，昭和45年判決の起算点確定法理に基づいて，客
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事実上の障害を進行開始障害事由とするものであった。５年以下の消滅時
効においても，[30]は，実質的に昭和45年判決の起算点確定法理に基づいて，
客観的
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事実上の障害を時効進行開始障害事由とした。更に進んで，[31]は，約
款の解釈に関するものであるが，昭和45年判決の起算点確定法理に基づき，
主観的
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事実上の障害も時効進行開始障害事由に該当するとした19。
　しかし，[32]は，民法166条１項ではなく，敢えて民法724条前段を適用し
ている。その理由は，主観的事実上の障害を進行開始障害事由とすることによ
り生じる法律関係の不安定化を回避することにあるのではなかろうか。[32]の
調査官解説は，民法166条１項では上限となる期間が定められていないため，
権利者が加害者を知らない状況が20年以上継続する可能性があるが，民法724
条前段では20年という上限があり，画一的な法律関係の確定を実現できると
いう20。民法典の立法担当者も，既に，この点について意識していたように思
われる21。本稿の第２章で見たように，民法典の立法担当者は，短期消滅時効
につき，主観的事実上の障害を進行開始障害事由とする場合，その短期消滅時
効にかかる権利が同時に20年の普通消滅時効にかかるという制度を構築して
いた。それは，権利者の認識がなければ，100年でも200年でも権利を行使で
きることになるからである22。
　以上から，判例は，昭和45年判決で示された起算点確定法理に基づいて，         
進行開始障害事由を広く認める傾向にある。しかし，この傾向が法律関係の不
安定化を導くこと，並びに民法典の立法担当者の構想と緊張関係にあることに
留意しなければならない。
３　人損等の人格的利益の侵害による損害賠償請求権の消滅時効
　生命，身体，名誉等の人格的利益の侵害による損害賠償請求権の起算点が
争われた判例の多くは，不法行為を原因とする損害賠償請求権についての民
法724条前段の消滅時効の起算点に関するものである。そして，そのほとんど
が，昭和45年判決以降の時期に集中している。確かに，昭和45年判決は民法
166条１項の解釈に関するものであった。しかし，昭和45年判決で示された起
算点確定法理自体は，不法行為に基づく損害賠償請求権の消滅時効の起算点を
定める民法724条前段の解釈に対して影響を及ぼしうるものであった。そこで，
昭和45年判決で示された起算点確定法理が民法724条前段の解釈に与えた影響
に注意して，判例の検討を行うこととしたい。
　また，民法724条後段は，権利行使につき20年の期間制限を定める。民法典
の立法担当者は，この期間を普通消滅時効の時効期間と考えていた。ところが，
後掲 [48]最判平元・12・21民集43巻12号2209頁は，民法724条後段の20年の
期間を除斥期間と解する。[48]以降，人格的利益の侵害された事案において，
除斥期間の起算点（後掲 [49][50][51]）並びに停止（後掲 [52][53]）に関する判
例が現れている。本稿では，民法典の立法担当者の構想とこれらの判例の示す
解釈の異同についても検討を行うこととしたい。
　人格的利益の侵害による損害賠償請求権の多くは，不法行為を原因とするも
のであるが，安全配慮義務違反のように債務不履行を原因とするものもある。
時効期間に違いがあるものの，事案の類似性を考慮して，ここでは後者も含め
て判例の検討を行うことにしたい。また，ひき逃げ事故被害者が政府に対して
有する保障請求権（自賠法72条１項前段）は，自賠法3条の規定による損害賠
償請求ができない場合において，社会保障政策の見地から，政府において被害         
者に対し損害賠償義務者に代わって損害を填補するものである23。それゆえ，
この種の権利は，人損に関する損害賠償請求権に類する権利
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と理解することが
できる。ここでは，人損に関する損害賠償請求権に類する権利の消滅時効の起
算点についても検討を行う。
　判例の検討の順序であるが，まず（一）時効期間10年以下の消滅時効と（二）
立法担当者において普通時効期間とされていた20年の期間制限（民法724条後
段）に分ける。そして，10年以下の時効に関しては，人格的利益の種類に従っ
て，（１）人損に関する損害賠償請求権及び人損に関する損害賠償請求権に類
する権利，（２）名誉毀損に基づく損害賠償請求権，（３）慰謝料請求権に分け
る。なお，（１）人損に関する損害賠償請求権及び人損に類する損害賠償請求
権については，後遺症のように，不法行為時より遅れて出費等の後続損害が（ア）
生じない場合と（イ）生じる場合に分けて検討を行う。
（一）10年以下の消滅時効
（１）人損に関する損害賠償請求権及び人損に関する損害賠償請求権に類する
権利
（ア）後続損害が生じない場合
（a）人損に関する損害賠償請求権
　人損に関する損害賠償請求権の消滅時効のうち，民法724条前段の３年の消
滅時効に関する判例を検討する。ここでは，昭和45年判決で示された起算点
確定法理と民法724条前段の起算点の解釈の関係に着目する。
　[35]最判昭48・11・16民集27巻10号1374頁は，白系ロシア人が戦時中に軍
機保護法違反の容疑で逮捕され，拷問を受けたために虚偽の自白調書に署名し，
有罪判決を受け，釈放された後に，拷問を行った警察官に対して損害賠償を求
めた事案で民法724条前段の加害者を知った時とは，「加害者に対する賠償請
求が事実上可能な状況のもとに，その可能な程度にこれを知つた時を意味する
ものと解するのが相当であり，被害者が不法行為の当時加害者の住所氏名を的
確に知らず，しかも当時の状況においてこれに対する賠償請求権を行使するこ         
とが事実上不可能な場合においては，その状況が止み，被害者が加害者の住所
氏名を確認したとき，初めて「加害者ヲ知リタル時」にあたる」として，加害
者の住所を突きとめ，加害者本人に間違いないことを知った時が民法724条前
段の起算点であるとした。
　昭和45年判決で示された起算点確定法理は，権利行使が現実に期待のでき
る時点を起算点とするものであり，法律上の障害がなくとも，権利行使が事実
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な場合には時効の進行を認めないものであった。[35]も，損害賠償請
求権を行使することが事実上不可能
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な場合には，その状況が止み，被害者が加
害者の住所氏名を確認したときが起算点であるとする。それゆえ，判決上明確
に示されてはいないものの，[35]は昭和45年判決に示された起算点確定法理に
基づくものと理解できよう24。
　後掲 [43]最判平14・１・29民集56巻１号218頁は，[35]を引用して「加害者
に対する賠償請求が事実上可能な状況のもとに，その可能な程度にこれを知つ
た時」を民法724条前段の起算点とするものである。[43]は，民法724条前段
の解釈において，昭和45年判決で示された起算点確定法理がその基礎となる
ことを，[35]よりも明確に示している。すなわち，[43]は，名誉毀損に関する
損害賠償請求権の消滅時効につき，被害者が損害の発生を現実に認識していな
い場合，被害者が加害者に対して損害賠償請求に及ぶことを期待することがで
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として，「同条にいう被害者が損害を知った時とは，被害者が損害の発
生を現実に認識した時をいう」とする。
　以上から，[35][43]は，昭和45年判決で示された「権利の性質上，権利行使
が現実に期待のできる」時点が起算点となるという起算点確定法理に基づいて，
民法724条前段を解釈するものと考えられる。すなわち，被害者が訴えること
が期待できるかが起算点の確定基準となっており，民法724条前段の「損害及
び加害者を知った時」は単にその徴表にすぎないといえよう25。
　[36]最判昭58・11・11交通民集16巻６号1515頁は，業務上過失致死傷で起
訴されたXが第１審で有罪判決を受けたが，事故から４年10カ月後に控訴審         
で無罪判決を受け確定した後に，真実の加害者Yに対して損害賠償を求めて訴
えを提起した事案で，[35]で示された基準を用いて，無罪判決が確定した時か
ら損害賠償請求権の消滅時効が進行するとした。
（b）人損に関する損害賠償請求権に類する権利
　[37]最判平８・３・５民集50巻３号383頁では，ひき逃げ事故被害者が政府
に対して有する保障請求権（自賠法72条１項前段）に関する２年（現在の自
賠法75条は３年）の消滅時効の起算点として，民法166条１項の解釈が問題と
なった。
　[37]は，「民法一六六条一項にいう「権利ヲ行使スルコトヲ得ル時」とは，
単にその権利の行使につき法律上の障害がないというだけではなく，さらに権
利の性質上，その権利行使が現実に期待のできるものであることをも必要と解
するのが相当である」として，昭和45年判決で示された起算点確定法理に基
づくことを明らかにする。その上で，自賠法72条１項前段の「規定は，自動
車損害賠償責任保険等による救済を受けることができない被害者に最終的に最
小限度の救済を与える趣旨のものであり，本件規定による請求権は，自賠法三
条による請求権の補充的な権利という性質を有する」ことから，「交通事故の
加害者ではないかとみられる者との間で自賠法三条による請求権の存否につい
ての紛争がある場合には，右の者に対する自賠法三条による請求権の不存在が
確定するまでは，本件規定による請求権の性質からみて，その権利行使を期待
することは，被害者に難きを強いる」とし，「ある者が交通事故の加害自動車
の保有者であるか否かをめぐって，右の者と当該交通事故の被害者との間で自
賠法三条による損害賠償請求権の存否が争われている場合においては，自賠法
三条による損害賠償請求権が存在しないことが確定した時から被害者の有する
本件規定による請求権の消滅時効が進行するというべきである」として，加害
行為を疑われる者と被害者の訴訟が確定した日の翌日から進行を開始するとし
た。
　自賠法72条１項前段の保障請求権は，実務上，被疑加害者が加害の事実を         
争っている場合でも行使できると解されており26，ひき逃げ事故被害者の権利
行使につき法律上の障害がない。そのため，右保障請求権の「自賠法三条によ
る請求権の補充的な権利という性質」は，権利者が自賠法72条１項前段の保
障請求権の発生を知っていても権利行使できないという客観的事実上の障害に
すぎない。したがって，[37]は，昭和45年判決で示された起算点確定法理に基
づき，客観的事実上の障害を時効進行開始障害事由とするものといえよう。
（イ）後続損害が生じる場合
　この事案に関する判例は，（a）人損に関する損害賠償請求権に関するもの
と（b）人損に関する損害賠償請求権に類する権利に関するものに分けられる。
そして，人損に関する損害賠償請求権に関する判例には，（i）民法167条１項
の10年の消滅時効に関するものと（ii）民法724条前段の３年の消滅時効に関
するものがある。
（a）人損に関する損害賠償請求権
（i）民法167条１項の10年の消滅時効
　ここでは，安全配慮義務の不履行に基づく損害賠償請求権に関する消滅時効
の起算点について見る。この権利は，民法167条１項の10年の消滅時効にかか
るので，民法166条１項によって起算点が決定される。
　[38]最判平６・２・22民集48巻２号441頁は，被害者が粉塵作業に関わった
結果，じん肺症に罹患した事案で，「安全配慮義務違反による損害賠償請求権は，
その損害が発生した時に成立し，同時にその権利を行使することが法律上可能
となるというべきところ」，本件で問題とされたじん肺は「肺内の粉じんの量
に対応する進行であるという特異な進行性の疾患であって」，「その進行の有無，
程度，速度も，患者によって多様であること」から，「病状が今後どの程度ま
で進行するのかはもとより，進行しているのか，固定しているのかすらも，現
在の医学では確定することができないのであって，管理二の行政上の決定を受
けた時点で，管理三又は管理四に相当する病状に基づく各損害の賠償を求める
ことはもとより不可能である」から，「管理二，管理三，管理四の各行政上の         
決定に相当する病状に基づく各損害には，質的に異なるものがあるといわざる
を得ず，したがって，重い決定に相当する病状に基づく損害は，その決定を受
けた時に発生し，その時点からその損害賠償請求権を行使することが法律上可
能となるものというべきであり，最初の軽い行政上の決定を受けた時点で，そ
の後の重い決定に相当する病状に基づく損害を含む全損害が発生していたとみ
ることは，じん肺という疾病の実態に反するものとして是認し得ない。これを
要するに，雇用者の安全配慮義務違反によりじん肺に罹患したことを理由とす
る損害賠償請求権の消滅時効は，最終の行政上の決定を受けた時から進行する
ものと解するのが相当である」とした。
　[38]は，じん肺によって生ずる損害において，質的に異なる損害が段階的に発
生していると解し，重い決定に相当する病状に関する決定を受けた時に，その
損害賠償請求権を行使することが法律上可能となる
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とする。これは，被害者に
おける損害の発生が，安全配慮義務違反による損害賠償請求権の成立要件であっ
て，成立要件の未充足が法律上の障害になることを前提とするものである27。つ
まり，[38]は，これを前提として，じん肺においては，質的に異なる損害が段
階的に発生するものであり，その発生まで法律上の障害があるとするものとい
えよう。
（ii）３年の消滅時効（724条前段）
　後遺症における損害賠償請求権の起算点が争われた民法724条前段の消滅時
効に関する判例を検討する。後遺症には，（α）受傷時に後遺症が顕在化し，
そのまま残存する場合（以下，「残存型」という）と，（β）受傷時に後遺症が
顕在化しておらず，一定期間経過後に発生する場合（以下，「発生型」という）
がある28。
（α）残存型
　残存型に関する [39]最判平16・12・24判タ1174号252頁，判時1887号52頁は，
症状固定時を後遺症における損害賠償請求権の消滅時効の起算点とする。
　[39]は，交通事故の後遺症の症状固定後に自動車保険料算定会に非該当の認         
定を受けたので，後遺障害がないものとして示談をしたが，右認定に異議を申
し立てた結果，後遺障害等級12級12号に該当すると認定された後に，加害者
に逸失利益・慰謝料を求める訴えを提起した事案で，[39]の第１審と原審が，
本件示談を無効とし，かつ後遺症における損害賠償請求権の起算点が自動車保
険料算定会で後遺障害の認定された時点であるとして消滅時効の完成を認めな
かった。しかし [39]は，[35]と [43]を引用した上で，自動車保険料算定会によ
る等級認定は，自動車損害賠償責任保険の保険金額を算定することを目的とす
る損害の査定にすぎず，被害者の加害者に対する損害賠償請求権の行使を何ら
制約するものではないとして，「遅くとも上記症状固定の診断を受けた時には，
本件後遺障害の存在を現実に認識し，加害者に対する賠償請求をすることが事
実上可能な状況の下に，それが可能な程度に損害の発生を知った」として，そ
の時点を起算点とした消滅時効の完成を認めた上で，時効援用に関する権利濫
用について審理を尽くさせるために原判決を破棄して差し戻した。
　昭和45年判決よりも前の判例である [20]は，民法724条前段の消滅時効の起
算点につき，被害者が必ずしも損害の程度や数額を知ることまでは必ずしも要
求されないとしていた。この基準からすれば，[39]の被害者は後遺症の顕在化
を認識している以上，主観的事実上の障害がないこととなろう。しかし，症状
が流動的である限り，治療費はもちろんのこと，逸失利益や慰謝料についても
算定できないのであるから，被害者による損害賠償請求は症状固定時まで期待
できない29。すなわち，損害賠償請求権の発生を知っていたとしても，被害者
には，症状固定時まで損害賠償額の算定ができないという意味で，症状固定時
まで客観的事実上の障害があるといえよう。民法724条前段の条文の文言だけ
を見れば，客観的事実上の障害が民法724条前段の消滅時効の進行開始障害事
由たり得るかは明確ではない。しかし，[35][43]のように，724条前段の「損
害及び加害者を知った時」は昭和45年判決で示された起算点確定法理の単な
る徴表であり，被害者が訴えることが期待できるかが起算点の確定基準となっ
ていると解するのであれば，客観的事実上の障害もまた民法724条前段の消滅         
時効の進行開始障害事由に該当すると解することができよう。[39]は，症状固
定時まで時効が進行しないとするものであるから，客観的事実上の障害を進
行開始障害事由と解するものである。したがって，[39]もまた [35][43]と共に，
被害者が訴えることが期待できるかを起算点の確定基準とするものといえよ
う。
（β）発生型
　発生型に関する事件で，昭和45年判決よりも前の
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判例である [40]最判昭42・
７・18民集21巻６号1559頁は，「被害者が不法行為に基づく損害の発生を知
つた以上，その損害と牽連一体をなす損害であつて当時においてその発生を予
見することが可能であつたものについては，すべて被害者においてその認識が
あつたものとして，民法七二四条所定の時効は前記損害の発生を知つた時から
進行を始めるものと解すべき」であるとしていた。昭和45年判決以降の判例
である [41]最判昭49・９・26交通民集７巻５号1233頁も，同様とする。
　先に見たじん肺に関する [38]は，損害賠償請求権の成立要件が充足されていな
いという意味で，別損害が発生するまで法律上の障害があるとするものであっ
た。これに対して，[40][41]は，[38]のような法律上の障害に言及しておらず，
認識可能時が損害賠償請求権の消滅時効の起算点となるのを認めている。すな
わち，発生型の後遺症においては，後遺症を含めた全ての損害が受傷時に発生し，
もはや法律上の障害がないということが前提とされているといえよう30。法律上
の障害がなかったとしても，残存型と同じく，発生型の被害者にも，損害賠償
額の算定困難という客観的事実上の障害の発生が想定される。しかし，昭和45
年判決以降の判例である [41]は，昭和45年判決で示された起算点確定法理では
なく，[40]の基準を用いて損害賠償請求権の消滅時効の起算点を確定する。
　以上からすれば，発生型につき最高裁は，受傷時を後遺症の損害賠償請求権
の起算点としているかのように見える。しかし，[40]では，「受傷時から相当
期間経過後に原判示の経緯で前記の後遺症が現われ，そのため受傷時において
は医学的にも通常予想しえなかつたような治療方法が必要とされ，右治療のた         
め費用を支出することを余儀なくされるにいたつた等，原審認定の事実関係の
もとにおいては，後日その治療を受けるようになるまでは，右治療に要した費
用すなわち損害については，同条所定の時効は進行しない」として，時効の完
成を否定している。[41]の被害者は，確かに症状固定の診断を受けていない。
しかし，[41]で起算点とされた時点において既に後遺症の症状が顕在化してお
り，起算点とされた時点よりも後において，その症状は「徐々に軽快こそすれ，
悪化したとは認めら」れなかったという。すなわち，[41]は，後遺症が顕在化
した後で，かつ実質的に症状が固定していた時点をもって起算点としていたと
考えられる。したがって，事案との関係で見ると，[40][41]は，症状固定時起
算よりも被害者を不利に扱ったわけではないといえよう31。
（ｂ）人損に関する損害賠償請求権に類する権利
　[42]最判平２・10・18労判573号６頁は，転落事故による後遺症に関する労
働者災害補償保険法上の労災補償給付受給権に関する事件である。[42]は，事
故直後から後遺症が発生したものであり，残存型に分類できよう。この労災補
償給付受給権は，使用者を加入者，政府を保険者とする強制保険制度であり，
一般的な社会保険と損害賠償の間に位置する保障制度であるから32，人損に関
する損害賠償請求権に類する権利といえよう。右権利の消滅時効の時効期間は
５年（労働者災害補償保険法42条）であり，特別な起算点の定めがないので，
民法166条１項が適用される。
　[42]は，「労災保険法における治癒とは，医療効果が期待し得ない状態に至っ
たものであり，疾病にあっては急性症状が消退し，慢性症状は持続してもその
症状が安定して固定し，医学上一般に認められた医療を行っても，その医療効
果がそれ以上期待し得ない状態になったときをいう」としたうえで，労災補償
給付受給権の消滅時効の起算点につき「一般原則である民法一六六条一項を準
用し，権利を行使することができる時から進行する」とし，「客観的には治癒
の時点から補償給付請求権の行使は可能であったというべきであり，そうする
と，原告の本件障害補償給付請求権は，遅くとも疾病が治癒していたと考えら         
れる」時点を起算点とした労災補償給付受給権の消滅時効が完成しているとし
た原審の判断を是認した。
　[39]で見たように，症状が流動的であるという状況は，客観的事実上の障害
に当たるといえる。[42]は，その基礎となる起算点確定法理について明らかに
していないものの，客観的事実上の障害を進行開始障害事由とするものである
から，昭和45年判決で示された起算点確定法理に基づくものといえよう。
（２）名誉毀損に基づく損害賠償請求権
　いわゆる「ロス疑惑」に関する報道について名誉が毀損されたとして，名誉
毀損に基づく損害賠償を求めた事案で，[43]最判平14・１・29民集56巻１号
218頁は，[35]で示された基準を用いて，民法724条前段にいう被害者が損害
を知った時とは，被害者が損害の発生を現実に認識した時
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をいうとした。
（３）慰謝料請求権
　人損に伴う精神的損害は，通常，人損に関する損害賠償請求権と同じ起算点
となろう。例えば，後遺障害に関する前掲 [39]は，後遺障害に伴う慰謝料請求
権の消滅時効の起算点が，逸失利益に関する損害賠償請求権と同じ起算点にな
るとする。したがって，ここでは，慰謝料請求権の消滅時効のみが争われた判
例についてみることとする。事案としては，侵害行為が（ア）一回的な場合と
（イ）継続的な場合に分けられる。
（ア）侵害行為が一回的な場合
　離婚における慰謝料請求権としては，配偶者からの個別不法行為による離婚
原因慰謝料と，離婚それ自体による慰謝料である離婚慰謝料が観念されうる33。
　[44]最判昭46・７・23民集25巻５号805頁は，後者の離婚慰謝料請求権に対
して消滅時効が主張された事案である。[44]は，「本件慰藉料請求は，」「個別
の違法行為を理由とするものではなく，」「有責行為により離婚をやむなくされ
精神的苦痛を被つたことを理由としてその損害の賠償を求めるものと解される
ところ，このような損害は，離婚が成立してはじめて評価されるものであるか
ら，個別の違法行為がありまたは婚姻関係が客観的に破綻したとしても，離婚         
の成否がいまだ確定しない間であるのに右の損害を知りえたものとすることは
相当でなく，相手方が有責と判断されて離婚を命ずる判決が確定するなど，離
婚が成立したときにはじめて，離婚に至らしめた相手方の行為が不法行為であ
ることを知り，かつ，損害の発生を確実に知つたこととなる」とした。
（イ）侵害行為が継続的な場合
　最判昭54・３・30民集33巻２号303頁は，夫の継続的な不貞行為の相手方
に対する妻からの慰謝料請求権を認めた。[45]最判平６・１・20判時1503号
75頁，判タ854号98頁は，夫の継続的な不貞行為の相手方に対して妻が慰謝
料請求権を行使したのに対し，相手方が右請求権の消滅時効を主張した事案で
ある。
　[45]の原審が，継続した同せい関係が全体として妻に対する違法な行為とし
て評価されるべきで，「日々の同せいを逐一個別の違法な行為として把握し，
これに応じて損害賠償義務の発生及び消滅を日毎に定めるものとするのは，行
為の実質にそぐわない」として，損害賠償請求権の消滅時効が同せい関係の終
了した時点から進行するとしたのに対して，[45]は，夫の不貞行為の相手方に
対する慰謝料請求権につき，「一方の配偶者が右の同せい関係を知った時から，
それまでの間の慰謝料請求権の消滅時効が進行すると解するのが相当である。
けだし，右の場合に一方の配偶者が被る精神的苦痛は，同せい関係が解消され
るまでの間，これを不可分一体のものとして把握しなければならないものでは
なく，一方の配偶者は，同せい関係を知った時点で，第三者に慰謝料の支払を
求めることを妨げられるものではないからである」として，本訴提起から三年
前に配偶者が同せい関係を知っていたのであれば，本訴請求に係る慰謝料請求
権のその一部が既に時効により消滅しているはずであるとして，原判決を破棄
して差し戻した。
　[45]は，昭和45年判決で示された起算点確定法理ではなく，昭和45年判決よ
りも前の財産権に対する継続的侵害に関する [26]の③の基準，すなわち漸次的
に損害が発生するという考え方に依拠している。しかし，不貞行為による被害         
者の精神的苦痛は，不法行為が継続すればするほど深刻化し拡大するものであ
るから34，不貞行為が終了するまで損害賠償額の算定ができないという客観的
事実上の障害があるように思われる。
　[45]が [26]の基準を採用した理由は，配偶者の不貞慰謝料請求権自体が孕む
問題に求められよう。[45]の後，最判平８・３・30民集50巻４号993頁は，婚
姻関係が既に破綻していた場合には，妻における婚姻共同生活の平和の維持と
いう権利又は法的保護に値する利益があるとはいえないとして，不貞慰謝料の
請求を否定した。樫見由美子によれば，昭和54年の最高裁判決以降の不貞慰
謝料の請求に関する判例は，[45]も含めて，右判決に批判的だった学説の批判
に答える形で，配偶者の慰謝料請求権行使を制限しようと努めてきたとされる35。
確かに，[26]の基準に従えば，不貞慰謝料請求権が漸次的に消滅することにな
り，損害賠償額も減少することになる。したがって，[45]が [26]の③の基準を
採用した理由は，配偶者の不貞慰謝料請求権行使に対する批判を考慮したため
であったといえよう。
（二）20年の期間制限
　本稿の第２章で見たように，立法担当者は，詐欺等に基づく取消権，不法行
為に基づく損害賠償請求権，相続回復請求権のように，特別の起算点の定めら
れた短期消滅時効にかかる権利が，儡
4
年の普通消滅時効
4 4 4 4 4 4 4 4
にもかかると考えてい
た。
　大審院と最高裁は，相続回復請求権における20年の期間を消滅時効として
いる（[46]大判昭８・12・１民集12巻2790頁，[47]最判昭23・11・６民集２
巻12号397頁）。しかし，最高裁は，民法724条後段の20年の期間につき，「不
法行為によって発生した損害賠償請求権の除斥期間を定めたもの」とした上で，
期間経過の主張が信義則違反又は権利濫用に該当するという被害者の主張が主
張自体失当であるとした（[48]最判平元・12・21民集43巻12号2209頁）。
　[48]以降，最高裁は民法724条後段の20年を除斥期間とする立場を堅持しな
がらも，（１）起算点，並びに（２）時効の停止に関する解釈を示している。         
（１）民法724条後段の起算点
　最高裁は，筑豊じん肺訴訟（[49]最判平16・４・27民集58巻４号1032頁）
において，損害の全部又は一部が発生した時を右除斥期間の起算点とする。[49]
は，まず，「民法724条後段所定の除斥期間の起算点は，「不法行為ノ時」と規
定されており，加害行為が行われた時に損害が発生する不法行為の場合には，
加害行為の時がその起算点となると考えられる」という原則論を展開する。そ
して，次のような例外を認める。すなわち，「身体に蓄積した場合に人の健康
を害することとなる物質による損害や，一定の潜伏期間が経過した後に症状が
現れる損害のように，当該不法行為により発生する損害の性質上，加害行為が
終了してから相当の期間が経過した後に損害が発生する場合には，当該損害の
全部又は一部が発生した時が除斥期間の起算点となると解すべきである」とす
る。なお，[49]は，蓄積型・潜伏型損害に関するものであって，射程が限定さ
れたものであると解されている36。
　[49]と同じく，蓄積型・潜伏型損害である水俣病関西訴訟（[50]最判平16・
10・15民集58巻７号1802頁）やB型肝炎訴訟（[51]最判平18・６・16民集60
巻５号1997頁）でも，「身体に蓄積する物質が原因で人の健康が害されること
による損害や，一定の潜伏期間が経過した後に症状が現れる疾病による損害の
ように，当該不法行為により発生する損害の性質上，加害行為が終了してから
相当の期間が経過した後に損害が発生する場合には，当該損害の全部又は一部
が発生した時が除斥期間の起算点となる」としている37。
（２）時効の停止
　[52]最判平10・６・12民集52巻４号1087頁は，予防接種法に基づいて実施
された痘そうの予防接種により重度の心身障害者となったXが，予防接種から
約22年後，Y（国）に対して国家賠償法に基づく損害賠償を求めた事案であった。
　[52]は，民法158条の趣旨が「無能力者は法定代理人を有しない場合には時
効中断の措置を執ることができないのであるから，無能力者が法定代理人を有
しないにもかかわらず時効の完成を認めるのは無能力者に酷であるとして，こ         
れを保護するところにあると解される」とし，民法724条後段「を字義どおり
に解すれば，不法行為の被害者が不法行為の時から二〇年を経過する前六箇月
内において心神喪失の常況にあるのに後見人を有しない場合には，右二〇年が
経過する前に右不法行為による損害賠償請求権を行使することができないま
ま，右請求権が消滅することとなる。しかし，これによれば，その心身喪失の
常況が当該不法行為に起因する場合であっても，被害者は，およそ権利行使が
不可能であるのに，単に二〇年が経過したということのみをもって一切の権利
行使が許されないこととなる反面，心身喪失の原因を与えた加害者は，二〇年
の経過によって損害賠償義務を免れる結果となり，著しく正義・公平の理念に
反するものといわざるを得ない。そうすると，少なくとも右のような場合にあっ
ては，当該被害者を保護する必要があることは，前記時効の場合と同様であり，
その限度で民法七二四条後段の効果を制限することは条理にもかなうというべ
きである」という。そして，「不法行為の被害者が不法行為の時から二〇年を
経過する前六箇月内において右不法行為を原因として心神喪失の常況にあるの
に法定代理人を有しなかった場合において，その後当該被害者が禁治産宣告を
受け，後見人に就職した者がその時から六箇月内に右損害賠償請求権を行使し
たなど特段の事情があるときは，民法一五八条の法意に照らし，同法七二四条
後段の効果は生じない」として，損害賠償請求権が消滅していないとした。
　[52]は，本人が禁治産宣告を受けていない場合，すなわち厳密に言えば民法
158条１項の適用できない場合においても「除斥期間」の停止を認めている点
に注意が必要であろう38。
　[53]最判平21・４・28民集63巻４号853頁は，YがAを殺害後，遺体をYの
自宅の床下に26年間隠していたため，Aの相続人Xが訴え提起ができなかっ
た事案であり，相続人が権利行使できないという状況が加害者の隠蔽行為に起
因するものであった。[53]は，「民法160条の法意に照らし，同法724条後段の
効果は生じないものと解するのが相当である」とした。なお，[53]には，民法
724条の文意からすれば，後段の規定は時効と解するのが自然な解釈であると         
いう田原睦夫最高裁判事の意見がある。
（五）小括
（１）民法724条前段の解釈と昭和45年判決で示された起算点確定法理の関係
　人格的利益の侵害に関する損害賠償請求権の消滅時効の成否が争われた判例
の多くが，昭和45年判決以降のものであった。[35][43]では，昭和45年判決で
示された起算点確定法理に基づき，被害者が訴えることが期待できるかが起算
点の確定基準とされており，民法724条前段の「損害および加害者を知った時」
が単なるその徴表にすぎないものとされている。また，後続損害が発生した事
件のうち，残存型に関する [39]は，症状固定時まで時効が進行しないとするも
のであり，[35][43]と同様に，被害者が訴えることが期待できるかが起算点の
確定基準となっている。
　その結果，民法166条１項と民法724条前段は，同じ起算点確定法理を基礎
とすることになる，そうすると，権利行使につき客観的事実上の障害がある場
合，民法166条１項と民法724条前段のいずれを適用しようとも，消滅時効の
起算点は同じものとなる。残存型の後遺症に関する事件である [39]と [42]が，
共に後遺症の症状固定時を消滅時効の起算点とするのは，まさにこのことを示
すものといえよう。
　これに対して，後遺症の発生型，慰謝料請求権に関する不貞慰謝料請求事件
において，最高裁は，昭和45年判決よりも前の判例で示された考え方に依拠
している。ただ，発生型については，事案との関係で見ると固定時起算よりも
被害者を不利に扱ってはいなかった。また，昭和45年判決よりも前の財産権
に対する継続的侵害に関する [26]の基準を [45]が用いるのは，配偶者の不貞慰
謝料請求権行使に対する批判を考慮したためであった。
（２）民法724条後段の20年の期間
　本稿の第２章で見たように，民法典の立法担当者は，20年の普通消滅時効
を前提として，法律上の障害が民法166条１項での進行開始障害事由に該当し，
時効の停止を限定列挙と考えていた39。最高裁が示した民法724条後段の「除         
斥期間」の起算点と停止に関する解釈は，この立法担当者の構想といかなる関
係にあるのだろうか。
　ところで，安全配慮義務違反に基づくじん肺に関する損害賠償請求権の10
年の消滅時効が問題となった [38]は，進行性の疾患であるじん肺の特殊性に鑑
み，質的に異なる損害が段階的に発生しているとし，重い決定を受けた時に，
重い決定に相当する病状に基づく損害が発生し，その時点からその損害賠償請
求権を行使することが法律上可能となる
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としていた。これは，損害が段階的に
生じうる進行性の疾患においては，加害行為時に損害が発生しておらず，債務
不履行に基づく損害賠償請求権の成立要件
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である損害が発生していないことか
ら，法律上の障害
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があると解するものであった。
　[49]は，加害行為が行われた時に損害が発生する不法行為の場合において，
損害発生時が民法724条後段の「不法行為ノ時」であるとする。これは [38]と
同様に，不法行為の成立要件である損害が発生していないということが法律上
の障害を構成し，それが除斥期間の進行開始障害事由となることを示すものと
いえよう。それゆえ，[49][50][51]は，蓄積型潜伏型損害の特殊性に鑑み，相
当期間経過後に損害が発生するまで法律上の障害があり，その障害ゆえに除斥
期間が進行を開始しないとするものである。
　したがって，[49][50][51]で示された「除斥期間」の起算点に関する解釈は，
普通消滅時効における進行開始障害事由を法律上の障害に限定する立法担当者
の構想と合致するものであったといえよう。
　これに対して，[52]は，厳密に言えば民法158条１項の適用できない場合に
おいて，「除斥期間」の停止を認めるものであった。潮見佳男は，[52]において，
時効の停止規定が形式的に議論の端緒として置かれているだけにすぎないとい
う。そして，実質的には，心神喪失の状況の原因を作出した加害者の損害賠償
債務からの解放と，社会生活の安定への考慮からなされる画一的・絶対的な処
理による不利益を受ける被害者の損害賠償債権の喪失との間での比較が重要な
位置を占めていると指摘する41。           
　民法典の立法担当者は，権利者の権利行使可能性のみを考慮して，時効の停
止事由を定めていたと考えられる42。それゆえ，債務者である加害者の態様に
ついては，時効の停止ではなく，本来，信義則又は権利濫用によって考慮され
るべきものであるといえよう。民法724条後段において信義則違反や権利濫用
を考慮できない原因は，[48]が民法724条後段の期間を除斥期間とし，信義則
違反又は権利濫用の主張を排斥したことにある。つまり，[52][53]における時
効の停止の解釈は，民法724条後段を除斥期間と解するがゆえに認められたも
のであり，信義則違反又は権利濫用に基づく制限を，時効の停止に仮託して実
現するものといえよう。
＊本稿は，科学研究費補助金（若手研究（Ｂ）「2008年フランス時効法改正に
関する研究」[課題番号　21730076]」）の助成による研究成果の一部である。
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